
平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 19日

上   場   会   社   名    東洋通信機株式会社 上場取引所東

コード番号    6708 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 神奈川県

　　　　　　  氏　　        名　　　　角　矢　　洋 TEL (03) 5462 - 9790
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 19日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日（予定）

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)経営成績

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 81,973 15.6 6,428 - 6,381 -

11年 3月期 70,927 △ 0.4 △ 3,019 - △ 2,985 -

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 687 - 12.23 - 2.1 7.2 7.8

11年 3月期 △ 9,733 - △ 173.06 - △ 28.3 △ 3.8 △ 4.2

(注)①期中平均株式数 12年 3月期    56,244,776 株          11年 3月期    56,244,776 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 5.00 0.00 5.00 281 40.9 0.8

11年 3月期 0.00 0.00 0.00 0 - -

（注）12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 97,630 36,372 37.3 646.68

11年 3月期 79,681 29,311 36.8 521.14

（注）期末発行済株式数　12年 3月期    56,244,776　株　　　11年 3月期    56,244,776株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 44,000 1,700 900 5.00 － －

通　　期 90,000 4,000 2,000 － 5.00 10.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                 35円 56銭
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（１）比 較 貸 借 対 照 表

（単位　百万円：未満切捨）
当　　　　　期
（12年３月 31日）

前　　　　　期
（11年３月 31日）

増　　　　　減
（△　印　減）

流　　動　　資　　産 ６５，６１７ ５３，２５４ １２，３６２
現 金 ・ 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
材 料 ・ 貯 蔵 品
仕 掛 品 ・ 半 製 品
短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

２４，６８７
２，２７０
２１，９７９

        　２７４
９７０

２，８４７
８，３１３
２００

３，０３１
１，１６２
△　　１１９

１８，４４５
２，０４６
２０，６２２

４４９
１，１７５
２，２７３
７，５９０

４０
－

７５２
△　　１４１

６，２４１
２２３

１，３５７
△　　１７５
△　　２０５

５７３
７２３
１６０

３，０３１
４１０
２２

固　　定　　資　　産 ３２，０１２ ２６，４２７ ５，５８５
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 装 置
車 両 ・ 運 搬 具
工 具 ・ 器 具 ・ 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 等
投　資　有　価　証　券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ　の　他　の　投　資
貸 倒 引 当 金

２１，１９６
８，５４８
８，８５５

１
１，６８３
１，０４４
１，０６２

５６９
５６
５１２

１０，２４７
３，９１９
４１２

４，４６０
１，４６１

　　△　　　　５

１９，３２１
８，９１９
７，２４３

２
１，４８６
１，０４４
６２５

５９
５９
－

７，０４６
３，８４６
６１４
－

２，５９４
△　　　　８

１，８７４
△　　３７１
１，６１２
△　　　　０

１９７
－

　　　　　４３７

５０９
△　　　　３

５１２

３，２０１
７２

△　　２０１
４，４６０
△１，１３２

２

資　　産　　合　　計 ９７，６３０ ７９，６８１ １７，９４８

資　　産　　の　　部
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（１）比 較 貸 借 対 照 表

（単位　百万円：未満切捨）
当　　　　　期
（12年３月 31日）

前　　　　　期
（11年３月 31日）

増　　　　　減
（△　印　減）

流　　動　　負　　債 ３５，０４７ ２６，６２５ ８，４２２
　　支 払 手 形
　　買　　　　掛　　　　金
　　短 期 借 入 金
　　未　　　　払　　　　金
　　未　払　法　人　税　等
　　未 払 消 費 税
　　未 払 費 用
　　前　　　　受　　　　金
　　預　　　　り　　　　金
　　損 害 賠 償 金 引 当 金
　　設　備　支　払　手　形
　　そ の 他 の 流 動 負 債

１２，１８４
６，３０５

　　　２，３４５
２，１６１
１，７６７

－
３，１７３
　　　　６８

２０７
４，２３０
２，４４２
１６１

９，７２３
６，０２２
９４５
９８７
１４
５３

２，４８１
５４
２４３

４，０２８
１，９０７
１６４

２，４６０
２８２

１，４００
１，１７４
１，７５２
△　　　５３

６９２
１３

△　　　３５
２０２
５３４

△　　　　２

固　　定　　負　　債 ２６，２１０ ２３，７４５ ２，４６５
　　転 換 社 債
　　長 期 借 入 金
　　退 職 給 与 引 当 金
　　役員退職慰労引当金
　　預 り 敷 金 ・ 保 証 金

１２，９９５
５，６００
７，０２６
２１１
３７７

１２，９９５
７，０００
３，０１３
２０７
５２９

－
△１，４００
４，０１２

４
△　　１５２

負　　債　　合　　計 ６１，２５７ ５０，３７０ １０，８８７

資 本 金 ９，５５９ ９，５５９ －

法 定 準 備 金 １０，４６９ １０，４６９ －
　　資 本 準 備 金
　　利 益 準 備 金

９，５４９
９２０

９，５４９
９２０

－
－

そ の 他 の 剰 余 金 １６，３４３ ９，２８２ ７，０６０
　　特 別 償 却 準 備 金
　　別 途 積 立 金
　　当 期 未 処 分 利 益
　　（ う ち 当 期 利 益 ）

２
１５，２６０
１，０８０

（　　　　６８７）

１２
１５，２６０
△　５，９９０

（△　９，７３３）

△　　　　９
－

７，０７０
（　１０，４２１）

資　　本　　合　　計 ３６，３７２ ２９，３１１ ７，０６０

負 債 ・ 資 本 合 計 ９７，６３０ ７９，６８１ １７，９４８

（注）　　　　　　　　　　　　　（当　　期）　　　　（前　　期）　　　　（増　　減）

１．有形固定資産の減価償却累計額 41,688 百万円　 　　41,687 百万円 　　　　　0百万円

２．保　　　証　　　債　　　務 756 百万円 500 百万円 256 百万円

３． 自 己 株 式 数 お よ び そ の    4,315 株  598 株 　　　3,717 株
　　　貸 借 対 照 表 中 の 価 額 9百万円 0百万円 9百万円

　４．発行済株式数の増加（転換社債の転換）
　　　　　発 行 株 式 数 －株 　　　　　　－株
　　　　　１ 株 の 発 行 価 格 －円 －円
　　　　　１ 株 の 資 本 組 入 額 －円 －円

負 債 ・ 資 本 の 部
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（２）比 較 損 益 計 算 書
（単位　百万円：未満切捨）

期　別
当　　　　　　　期
自平成 11 年４月 1 日
至平成 12 年３月 31 日

前　　　　　　　期
自平成 10 年４月 1 日
至平成 11 年３月 31 日

増　減

（△印減）
金　　額 構成比率 金　　額 構成比率 金　額

営 業 収 益 81,973 100.0% 70,927 100.0% 11,045

　　売　　　上　　　高 81,973 70,927 11,045

営 業 費 用 75,544 92.2 73,946 104.3 1,598

　　売 上 原 価 63,365 77.3 61,837 87.2 1,528

　　販売費・一般管理費 12,179 14.9 12,109 17.1 70

営 業 利 益 6,428 7.8 △ 3,019 △  4.3 9,447

営　業　外　収　益 840 1.0 820 1.2 19

　　受取利息・配当金 94 342 △　248

　　雑　　　収　　　入 746 477 268

営　業　外　費　用 887 1.0 787 1.1 100

　　支払利息・割引料 381 235 145

　　雑　　　損　　　失 505 551 △　 45

　　経 常 利 益 6,381 　　7.8 △ 2,985 △  4.2 9,367

特 別 利 益 26 0.0 129 0.2 △　102

　　貸倒引当金戻入益 25 20 4

　　固 定 資 産 売 却 益 0 54 △ 　53

　　投資有価証券売却益 - 29 △　 29

　　会 員 権 売 却 益 - 24 △　 24

特 別 損 失 5,053 6.1 6,847 9.7 △1,793

　　退職給与引当金繰入額           3,953 - 3,953

　　固定資産売却除却損 659 57 601

　　損害賠償金引当金繰入額 202 6,193 △5,991

　　投資有価証券評価損 136 23 113

  　会 員 権 評 価 損         103 - 103

　　特　別　退　職　金 - 373 △　373

　　投資有価証券譲渡損 - 199 △　199

税 引 前 当 期 利 益           1,353 1.7 △ 9,703 △ 13.7 11,057

法人税､住民税及び事業税 1,784 2.2 29 0.0 1,754

法 人 税 等 調 整 額           △ 1,118 △　1.3 - - △1,118

当 期 利 益           687 0.8 △ 9,733 △ 13.7 10,421

前 期 繰 越 利 益           △ 5,982 3,743 △9,725

過年度税効果調整額           6,373 － 6,373
税効果会計適用に伴う           
特別償却積立金取崩高           2 － 2

当 期 未 処 分 利 益           1,080 △ 5,990 7,070

科　目

営
業
損
益
の
部

経
　
　
常
　
　
損
　
　
益
　
　
の
　
　
部

営
業
外
損
益
の
部

特 

別 

損 
益 
の 

部
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○  重要な会計方針

１
．
有価証券の評価基準及び評価方法

取引所の相場のある……移動平均法による低価法

    有　価　証　券   なお、上場有価証券の低価法の適用に当たっては、洗替え方式を採用
しております。

その他の有価証券……移動平均法による原価法

２
．
棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品，仕掛品・半製
品
……個別法による原価法

  ただし、水晶製品・半製品・仕掛品については、総平均法による原価
法を採用しております。

材 料 ・ 貯 蔵 品……移動平均法による原価法

３
．
固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法
  ただし、水晶製品製造設備については、合理的な見積りによる会社所定の
用年数（法人税法に規定する耐用年数の60％相当に短縮）を採用しておりま
す。
  又、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、
法人税法に定める定額法を採用しております。

無形固定資産…法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法

  ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用
能期間（５年）による定額法

（追加情報）
  自社利用のソフトウェアについては、「研究開発費及びソフトウェアの会
処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会  会計制度委員会報告第12号
平成11年３月３１日）の経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続
ております。ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示について
当期より投資等の「その他の投資」から無形固定資産の「ソフトウェア」に
更しております。
  なお、減価償却方法は、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく
額法によっております。

４
．

リース取引の処理方法
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  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５
．
引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……   債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法に定める法定繰入率に
よる限度額を計上するほか、債権の実情に即応して、個別債権について
の引当額をも、あわせて計上しております。

損害賠償金引当金…… 　過年度に防衛庁に納入した防衛装備品納入代金に関する損害賠償金等
の支払いに備えるため、防衛庁調達実施本部からの損害賠償金等納入告
知書に記載された請求金額より既支払額を控除した金額及び延滞金相当
額を計上しております。

退 職 給 与 引 当 金……   従業員の退職金の支出に備えるため、退職金規程に基づく将来支給予
測額を基礎とした現価額を計上しております。
  当社は平成7年4月より退職金制度の50％相当分について調整年金制度
に移行しております。
  平成11年3月31日現在の年金資産の合計額     16,553,370千円
  過去勤務費用の掛金期間   　　                      15年

（会計方針の変更）
  退職給与引当金は、従来、退職金規程に基づく自己都合による期末要
支給額の40％相当額を計上する方式によっておりましたが、当期より、
退職金規程に基づく将来支給予測額を基礎とした現価方式により計上す
る方式に変更しました。
  この変更に伴い、前期と同一の基準によった場合に比べ、売上原価は
  114,779千円、販売費及び一般管理費は 79,500千円及び特別損失は
3,953,102千円それぞれ増加し､税引前当期利益は4,147,382千円減少し
ております。

役員退職慰労引当金……   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。この引当金は商法第287条ﾉ2の引当金であります。

６
．
消費税等の会計処理方法

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（追加情報）
（税効果会計の適用）
      株式会社の貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書に関する規則が改正（平成10
    年法務省令第53号）されたことを契機に、会計上の利益と税金費用との対応関係をより適正にす
    るため、当期から税効果会計を適用しております。
      この結果、従来の方法によった場合に比べ、資産が 7,491,000千円増加し、当期利益は
    1,118,000千円多く、当期未処分利益は 7,493,109千円多く計上されております。
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（３）比較利益処分案
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円：未満切捨）

当　　　　　期
（11／４～12／３）

前　　　　　期
（10／４～11／３）

増　　　　　減
（△印減）

当期未処分利益 1,080 △  5,990 　　　 7,070

特別償却準備金取崩額 2 7 △　　5

合　　　　計 1,082 △  5,982 7,065

利 益 処 分 額 359 － 359

利 益 準 備 金 33 － 33

利 益 配 当 金 281 － 281

取 締 役 賞 与 金 45 － 45

次 期 繰 越 利 益 723 △  5,982 6,706



－７－

　

役員の異動（平成 12 年６月 29 日付予定）

１． 新任取締役・監査役候補

　　　取締役　　　　　　　松尾　良雄　（現　日本電気株式会社ＮＥＣネットワ－クス執行役員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兼モバイルターミナル事業本部長、当社　監査役）

　　　取締役　　　　　　　越智　洋三　（当社　デバイス営業本部長）

　　　取締役　　　　　　　黒崎　武文　（当社　経営企画部長）

　　　監査役（常勤）　　　橘　　　誠　（当社　取締役中央研究所長）

２．退任予定取締役・監査役

　　　常務取締役　　　　　菊池　正喜　（当社　顧問就任予定）
　　　
　　　取締役　　　　　　　橘　　　誠　（当社　監査役（常勤）就任予定）

　　　監査役　　　　　　　松尾　良雄　（当社　取締役就任予定）

３．昇　格
　　
　　　常務取締役　　　　　永井　　武　（当社　取締役経理部長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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